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（２） 企業の経済的自立 
①全体 

 
②製造業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《図表 1-3-21》 産業ごとのピークを 100 とした 
2004(H16)年の事業所数・従業者数の指数 

産業分野 事業所数・従業者数のピーク
2004(H16)年

データ 
指数 

1996 年 6,038 所 5,101 所 0.84 
全体 

1996 年 62,071 人 52,058 人 0.84 

1986 年 2351 所 1,196 所 0.51 
卸売・小売 

1996 年  15,453 人 8,754 人 0.57 

1986 年 1,360 所 978 所 0.72 
製造 

1986 年 27,132 人 19,215 人 0.71 

1996 年 497 所 395 所 0.79 
建設 

1996 年  4,957 人 3,167 人 0.64 

1996 年 67 所 51 所 0.76 
金融・保険 

1994 年 943 人 695 人 0.74 

2001 年 195 所 170 所 0.87 運輸・通信・ 
電気・ガス・水道 1996 年  4,841 人 4191 人 0.87 

1996 年 491 所 568 所 1.16 
不動産 

2004 年 1,332 人 － 

2004 年 1743 所 － 
サービス 

2004 年 14,704 人 － 

『事業所統計調査』より作成

《図表 1-3-22》 1988(S63)年を 100 とした 2003(H15)年
の従業者規模別 工業統計３指数 

従業者規模 事業所数 従業者数 
製造品 
出荷額 

１～３人 83.2 79.3 62.9

４～９人 69.0 67.1 62.3

１０～１９人 75.7 74.4 70.3

２０～２９人 66.3 64.3 63.6

３０～４９人 75.0 74.8 52.4

５０～９９人 73.2 74.7 86.7

100 人以上 71.4 78.6 127.7

『工業統計調査』により作成

全体として縮小している市内産業 

サービス業は規模を拡大 

縮小が目立つ、卸・小売、製造、金融・保険、建設 

雇用減少の影響が大きいのは商業、製造業 

製造業は事業所規模に関わりなく全体的に縮小 

出荷額の落ち込みは３０～４９人規模の事業所が最大 

大企業は事業所と従業者を減らして出荷額アップ 



 35

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《図表 1-3-23》 1988(S63)年に対する 2003(H15)年の減少
全体に占める従業者規模別事業所の減少割合（製造業）

従業者規

模 
事業所数 従業者数 

製造品 
出荷額 

市全体 -292 所 -5,543 人 -692 億 

１～３人 17.7% 2.6% 3.7% 

４～９人 48.0% 16.6% 19.0% 

１０～１９人 15.3% 11.7% 20.7% 

２０～２９人 9.9% 13.7% 19.1% 

３０～４９人 3.4% 7.0% 27.3% 

５０～９９人 3.7% 12.4% 10.2% 

１００人以上 2.0% 36.0% 0% 

製造業のピークは１９８８（Ｓ６３）年 

減ったのは２９２事業所，５５４３人，出荷額６９２億円 

減った事業所の４８％は４～９人規模の小企業 

減った従業者数の３６％は１００人以上の大企業 
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③商業 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

《図表 1-3-24》 年次別卸売業の商店、従業員数、年間販売額(大東市)             出所：商業統計調査

  
1982 
（Ｓ57） 

1985 
（S60） 

1988 
（S63） 

1991 
（H3） 

1994 
（H6） 

1997 
（H9） 

1999 
（H11） 

2002 
（Ｈ14） 

2004 
（Ｈ16） 

商店数（店） 200 206 205 194 203 198 224 206 225

従業員数（人） 1,780 1,706 2,148 2,051 1,917 1,729 2,091 2,060 2,059

販売額（万円） 9,501,594 10,036,209 13,870,138 14,179,544 10,332,290 10,698,930 11,955,347 13,879,385 13,670,651

《図表 1-3-25》 小売業の商店数、従業者数、年間販売額の経年変化(大東市)             出所：商業統計調査

  
1982 
（Ｓ57） 

1985 
（S60） 

1988 
（S63） 

1991 
（H3） 

1994 
（H6） 

1997 
（H9） 

1999 
（H11） 

2002 
（Ｈ14） 

2004 
（Ｈ16） 

商店数(所) 1,317 1,257 1,260 1,164 1,162 1,083 1,075 1,002 945

従業員数（人） 4,949 5,251 5,598 5,699 6,087 5,845 6,408 6,507 6,339

販売額（万円） 7,639,903 8,835,781 10,237,107 11,668,427 12,180,746 11,616,639 10,776,121 9,589,584 9,813,440

縮小しているのは小売業 

《図表1-3-26》小売業の商店数、従業者数、年間販売額の経年変化

0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000
12,000
14,000

Ｓ57 S60 S63 H3 H6 H9 H11 Ｈ14 Ｈ16

商店数(所)

従業員数（人）

販売額（千万円）

 

卸売業はやや横ばい傾向 
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《図表 1-3-27》 大東市 小売業中分類別の事業所数、従業者数、年間商品販売額、売場面積増減 

事業所数 従業者数 年間商品販売額（百万円） 売場面積（㎡） 

  １９９４
（H６）年

２００２
（H１４）年

増減率
１９９４
（H６）年

２００２
（H１４）年

増減率
１９９４ 
（H６）年 

２００２ 
（H１４）年

増減率
１９９４
（H６）年

２００２
（H１４）年

増減率

小売業計         1,162 1,002 -13.8% 6,087 6,666 9.5% 12,180,746 9,589,584 -21.3% 103,660 95,765 -7.6%

各種商品小売業  6 8 33.3% 530 688 29.8% 2,247,390 1,389,169 -38.2% 29,479 26,855 -8.9%

織物・衣服・身の回り品小売業  194 141 -27.3% 621 466 -25.0% 1,000,005 516,566 -48.3% 14,190 8,285 -41.6%

飲食料品小売業 431 352 -18.3% 2,250 2,806 24.7% 3,285,090 3,267,344 -0.5% 23,643 27,371 15.8%

自動車・自転車小売業 87 75 -13.8% 672 532 -20.8% 2,341,411 1,550,188 -33.8% 6,627 4,384 -33.8%

家具・じゅう器等小売業※ 111 90 -18.9% 525 396 -24.6% 1,210,334 622,731 -48.5% 12,225 9,248 -24.4%

その他の小売業 333 336 0.9%   1,778 2,096,516 2,243,586 7.0% 17,496 19,622 12.2%

出所：商業統計調査

《図表 1-3-28》 小売業の事業所数、従業者数、販売額の増減（H6-H14） 

商店数 従業者数 年間商品販売額 
 

H6 H14 増減率 H6 H14 増減率 H6 H14 増減率

大  東  市 1,162 1,002 -13.77% 6,087 6,507 6.90% 12,180,746 9,589,584 -21.27%

２人  以下 578 480 -16.96% 943 753 -20.15% 1,145,335 815,095 -28.83%

３～  ４人 279 222 -20.43% 949 736 -22.44% 1,681,181 846,093 -49.67%

５～  ９人 185 171 -7.57% 1,156 1,098 -5.02% 2,599,072 1,617,432 -37.77%

１０～ １９人 72 74 2.78% 967 1,026 6.10% 1,588,335 1,706,127 7.42%

２０～ ２９人 24 25 4.17% 569 588 3.34% 1,058,897 968,327 -8.55%

３０～ ４９人 11 11 0.00% 387 439 13.44% 754,499 512,041 -32.13%

５０～ ９９人 10 12 20.00%

１００人 以上 3 7 133.33%
1,116 1,867 67.29% 3,353,427 3,124,469 -6.83%

５０人以上はデータが伏せられているので全体から差し引いて算出した (出所:商業統計調査)

減っているのは個人商店   織物・衣服・身の回り品小売業は売り場面積で４割減

商店減少のほとんどが
４人以下規模 
 
販売額を伸ばしたのは
１０～１９人規模店
と、飲食料品小売業（コ
ンビニなど） 
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《図表 1-3-29》 各種商品小売業の人口千人当たりの 

年間商品販売額、売場面積各市比較（H16） 

年間商品販売額 

(百万円） 
売場面積(㎡) 

  H16 年人口 

総販売額 千人当り 総面積 千人当り

大阪府 8,664,609 1,352,074 156 1,439,881 166

大東市 126,267 13,263 105 27,039 214

枚方市 404,178 45,525 113 54,414 135

寝屋川市 245,571 31,772 129 48,420 197

門真市 133,344 23,454 176 39,367 295

守口市 147,109 31713 216 27,376 186

  平成１６年商業統計調査より

《図表 1-3-30》 2004 年 

小売中心性指数 

大阪市 1.570 

大東市 0.714 

八尾市 0.777 

東大阪市 0.821 

守口市 0.889 

門真市 0.890 

商業統計調査より作成 

《図表 1-3-31》 変貌する商店街空間(2003 年) 

業種 軒数 比率 

ビジネス系オフィス 140 12.9% 

空店舗 85 7.9% 

スーパー・コンビニ 17 1.6% 

物品販売商店 306 28.3% 

飲食サービス 185 17.1% 

生活関連サービス 104 9.6% 

健康福祉サービス 8 0.7% 

教育・文化サービス 35 3.2% 

商
業
・サ
ー
ビ
ス 

娯楽サービス 21 1.9% 

駐車場・駐輪場・公園 17 1.6% 

住宅・マンション 172 15.9% 
そ
の
他 

非営利その他 9 0.8% 

２０商店街地区全体 1082 100% 

売り場過剰傾向の大東市小売業 

市民がどれだけ地元で買い物をし

ているかを表す、大東市の小売中

心性指数は1979年に0.875であっ

た。それが2004年には0.714に低

下している。 

※小売中心性指数＝（市小売販

売額×府人口）÷（市人口×府小

売販売額） 
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《図表 1-3-32》 商業集積地の小売業、大規模小売店舗統計表 

 
事業所数 
(所) 

就業者数 
(人) 

従業者数 
(人) 

年間販売額
(百万円) 

売り場面積 
（㎡） 

売り場面積あ
たりの販売額 
(万円) 

ダイエー四条畷店周辺商店街 11 133 131 3482 3685 94.5

四条畷駅前・錦町商店街 15 118 108 1329 862 154.2

野崎参道商店会，ジャンボ野崎食鮮館 77 472 433 4354 3438 126.6

三浜・住道北商店街 18 106 104 1461 1142 127.9

住道駅前大通り商店街，駅前一番商店街 26 168 161 1348 1344 100.3

ポップスタウン，ポップスモール 88 570 547 8415 14525 57.9

住道本通・銀座・住道東商店街 27 148 145 2294 1310 175.1

新町商栄会 15 73 62 875 606 144.4

イズミヤ住道店周辺商店街 26 392 358 6048 11661 51.9

大東サンメイツ，ギャレカサレス住道 62 513 483 6951 14340 48.5

全国 469958 3426774 304834 54480411 65089691 83.7

大阪府 34060 247164 212126 4066601 4035740 100.8

大東市 365 2693 252 36557 52913 69.1

  H16 年商業統計詳細情報(全集積地)データより

 

売り場面積あたりの販売額は大規模小売店舗より個人商店が上 

大規模小売店舗を核にした商業施設は、個人商店よりも売り場面積あたりの販売額が低くなっている。これは①大規模店舗が広い床面積を必要とし

ていること、②市内の大規模店舗の集客力が落ちていること、③商店街に現在残っているのは強い個人商店であること、等によると考えられる。 
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（３）自治体の経済的自立 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《図表 1-3-33》 市税収入額と税別割合（現年課税分） （千円） 

  H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 

5,911,098 5,780,231 6,567,722 5,926,167 5,540,891 5,215,194 5,034,611 4,810,110 4,402,530 4,275,229 
個人市民税

31.12% 29.24% 30.22% 27.92% 27.66% 27.00% 26.92% 25.81% 24.59% 25.70% 

1,694,633 2,053,637 1,999,607 1,624,566 1,524,066 1,879,276 1,532,790 2,073,888 2,531,281 1,482,132 
法人市民税

8.92% 10.39% 9.20% 7.66% 7.61% 9.73% 8.19% 11.13% 14.14% 8.91% 

10,631,921 11,138,530 11,192,492 11,420,238 11,663,979 11,282,923 11,228,519 10,853,127 10,052,666 9,941,575 固定資産税
都市計画税 55.98% 56.34% 51.50% 53.81% 58.22% 58.42% 60.03% 58.24% 56.15% 59.75% 

756,219 798,992 1,971,257 2,251,221 1,305,198 936,713 908,254 899,097 915,465 938,330 
その他 

3.98% 4.04% 9.07% 10.61% 6.51% 4.85% 4.86% 4.82% 5.11% 5.64% 

全体 18,993,871 19,771,390 21,731,078 21,222,192 20,034,134 19,314,106 18,704,174 18,636,222 17,901,942 16,637,266 

《図表1-3-33》　市税収入（現年課税分）

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000
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（千円）

個人市民税 法人市民税 固定資産税
都市計画税

その他 全体

 

全体的に減少傾向をしめす市税収入

《図表 1-3-34》
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長期不況と税制改革が影響 

《図表1-3-34》　固定資産税・都市計画税収入（現年課税分）
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評価額の下落

 

《図表1-3-35》　個人市民税収入（現年課税分）
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《図表 1-3-35》 

《図表 1-3-36》 
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《図表1-3-37》産業別法人税割額推移（上位５）
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《図表1-3-38》　法人市民税の産業別割合
（H14̃16年度平均)
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法人市民税は製造業が７割超 
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《図表１-3-39》 号数別 大東市法人市民税（均等割＋法人税割）推移 単位：円 

  平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 
平成１６年度

義務者数（社）

1 号法人 723,256,300  330,556,500 332,737,900 615,184,400 154,856,500 16

2 号法人 98,800,500  241,995,000 918,995,000 961,241,000 290,678,200 9

3 号法人 230,984,700  191,705,600 154,539,200 189,242,100 218,805,200 144

4 号法人 72,379,600  79,938,600 50,107,700 102,542,600 66,723,400 18

5 号法人 59,578,000  63,763,100 61,090,200 78,240,400 79,868,000 99

6 号法人 171,513,600  164,475,400 157,804,000 151,099,800 191,278,400 56

7 号法人 218,038,200  196,976,400 175,097,300 171,896,200 202,747,600 520

8 号法人 30,747,200  19,150,000 8,824,900 12,752,500 15,245,700 17

9 号法人 293,344,000  286,145,900 256,657,700 276,175,800 298,097,300 1,974

計 1,898,642,100  1,574,706,500 2,115,853,900 2,558,374,800 1,518,300,300 2,853

 
《図表 1-3-40》 大東市法人市民税均等割額の区分表 

号数区分 資本金等の金額 市内従業者数 税額（年） 

１号法人 ５０億円超～ ５０人超 3,600,000 円 

２号法人 １０億円超～５０億円以下 ５０人超 2,100,000 円 

３号法人 １０億円超～ ５０人以下 492,000 円 

４号法人 １億円超～１０億円以下 ５０人超 480,000 円 

５号法人 １億円超～１０億円以下 ５０人以下 192,000 円 

６号法人 １千万円超～１億円以下 ５０人超 180,000 円 

７号法人 １千万円超～１億円以下 ５０人以下 156,000 円 

８号法人 １千万円以下 ５０人超 144,000 円 

９号法人 上記に掲げる法人以外の法人 50,000 円 

《図表3-3-7》全産業　号数別　税収推移

0

200,000,000

400,000,000

600,000,000

800,000,000

1,000,000,000

1,200,000,000

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

1号法人

2号法人

3号法人

4号法人

5号法人

6号法人

7号法人

8号法人

9号法人

 

法
人
市
民
税
は
大
企
業
の
割
合
が
高
い 


